
担当部局庁 課長 宇田川英寿海難審判所
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条項も記載）

一般会計

関係する計
画、通知等

海難審判法

- -
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後）

総事業費(執行ベース) -

事業番号 465

行政事業レビューシート (海難審判所)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２０年度海難審判に必要な経費

41

22年度 23年度要求

執行率 - 76.9% 82.9%

海難審判所、全国8ヶ所の地方海難審判所及び支所において、平成20年（10月から１２月分）中は８３件の裁決を言い
渡し、海技士、小型船舶操縦士及び水先人の１１２人に対して、懲戒処分を行った。
また、平成２１年中は２６０件の裁決を言い渡し、海技士、小型船舶操縦士及び水先人の３５２人に対して、懲戒処分

を行った。

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

海難審判法第２条に掲げる、海難について、理事官による海難発生時の調査から当該事件の申立て、審判官による
海難審判の実施及び裁決、裁決結果により理事官が懲戒処分の実施を行う。

海難審判を実施し、海難を発生させた海技士若しくは小型船舶操縦士又は水先人に対し懲戒（行政処分）を行うこと
によって、海難発生の防止に寄与すること。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

-

- -
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海難審判所は、それまでの海難審判庁が組織改正及び海難審判法の改正により行政処分を行う海難審判所と原因究明を行う
運輸安全委員会とに分かれ、平成２０年10月１日に発足した。
海難審判は、法改正以前に申立られた事件を海難審判庁から引継ぎ、平成20年10月１日以降は改正後の法に基づき業務を実

施している。

【予算科目】
〈平成２１年度予算〉 〈平成２１年度決算見込額〉

１５２ 海難審判費
95014-2111-05 非常勤職員手当 0百万円 0百万円
95014-2129-06 諸謝金 0.9百万円 0.3百万円
95014-2122-08 海難審判臨検旅費 9百万円 8百万円
95014-2122-08 研修旅費 0.4百万円 0.3百万円
95014-2122-08 証人等旅費 0.8百万円 0百万円
95014-2123-09 審判庁費 29百万円 25百万円
95014-2123-09 土地建物借料 0.3百万円 0百万円

一般競争入札の実施及び少額随意契約においても複数の業者が参加できるよう配慮し、各社競争による契約金額
の更なる少額化を図る。

海難審判を実施するにあたり、年間使用する機器等の確保及び保守等については、全地方分を一括で契約してい
る。また、個々の事件に必要となる経費が発生する場合は、都度報告を受け、海難審判業務を円滑に進めるために必
要な経費、方法等を把握している。

総事業費(執行ベース) -



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)

海難審判所

３４百万円

（海難審判に必要な経費）

Ｂ．民間事業者

4百万円 （5社）

Ｄ．民間事業者等

2.4百万円 （15社）

Ｃ．民間事業者

3.9百万円 （2社）

旅費 8.4百万円

Ａ．民間事業者

15百万円 （47社）

【一般競争入札及び随意契約】

海難審判臨検旅費、研修旅費及び証人等旅費

（郵便料及び通信回線利用料）

弁護士謝金諸謝金 0.3百万円

【随意契約】

【随意契約】

（物品等の提供）

（複合機等賃貸借及び保守）

（印刷、翻訳及び通訳等）

（海難調査、海難審判の実施等）

て補足する)
(単位:百万円)



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

計 2.3 計

C.ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

0.0

審判庁費 郵便利用料 2.3

費 目 使 途 金 額
(百万円）

0

B.郵便事業㈱

費 目 使 途 金 額
(百万円）

計 3.6 計

審判庁費 物品等整備 3.6

使 途 金 額
(百万円）

費 目 使 途 金 額
(百万円）

費 目

A.東洋ノーリツ㈱

計 0計 0.0

金 額
(百万円）

費 目 使 途 金 額
(百万円）

費 目 使 途

0計 2.7 計

2.7

金 額
(百万円）

費 目 使 途 金 額
(百万円）

審判庁費 複合機賃貸及び保守

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

C.ｺﾆｶﾐﾉﾙﾀﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱

費 目 使 途



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 東洋ノーリツ㈱ 3.6 1
コニカミノルタビジネス
ソリューションズ（株） 2.7

2 ワールドウェイ㈱ 2.3 2 ピツニーボウズジャパン㈱ 1.2

3 ㈱ヤマダ電機 1.2 3

4 ㈱ジュンク堂書店 1.1 4

5 ㈱徳河 0.8 5

6 日本総合システム㈱ 0.8 6

7 三洋商事㈱ 0.7 7

8 東京ビル整美㈱ 0.7 8

9 ㈱サンポー 0.6 9

10 東光商事㈱ 0.6 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 郵便事業㈱ 2.3 1 ㈱謄栄社 0.4

2 ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ㈱ 1.1 2
日本コンベンション
サービス（株） 0.3

A.民間事業者（47社） 15百万円 C.民間事業者（2社） 3.9百万円

B.民間事業者（5社） 4百万円 Ｄ.民間事業者（14社） 2百万円

サービス（株）

3 西日本電信電話㈱ 0.3 3 個人 0.1

4 東日本電信電話㈱ 0.2 4 ㈱富士通ビジネスシステム 0

5 第二霞が関郵便局 0.1 5 理想沖縄㈱ 0

6 6
㈱つうけんテクノネット
函館支店 0

7 7 ｷｬﾉﾝｼｽﾃﾑｱﾝﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ㈱ 0

8 8 国際通訳（株） 0

9 9
（株）マリン・ランゲージ・
サービス 0

10 10 （株）福田印刷 0
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